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１ 【新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)の訂正報告書の提出理由】

2022年２月25日付をもって提出した新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)の記載事項のうち、第３四半期

会計期間(2021年11月１日から2022年１月31日まで)及び第３四半期累計期間(2021年５月１日から2022年１月31日ま

で)に係る四半期財務諸表について、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第211条第６項の規定に基づき、金

融商品取引法第193条の２第１項の規定に準ずる有限責任 あずさ監査法人による四半期レビュー報告書を受領したこ

とによりこれらに関連する事項を訂正するため、並びに「第一部 企業情報 第４ 提出会社の状況 ４ コーポレ

ート・ガバナンスの状況等 (3) 監査の状況」の記載内容の一部を訂正するため、新規上場申請のための有価証券報

告書(Ⅰの部)の訂正報告書を提出するものであります。

２ 【訂正事項】

第一部 企業情報 ………………………………………………………………………………………………………１

第２ 事業の状況 ……………………………………………………………………………………………………１

３ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 ……………………………１

５ 研究開発活動 …………………………………………………………………………………………………10

第３ 設備の状況 ……………………………………………………………………………………………………11

１ 設備投資等の概要 ……………………………………………………………………………………………11

第４ 提出会社の状況 ………………………………………………………………………………………………12

４ コーポレート・ガバナンスの状況等 ………………………………………………………………………12

(3) 監査の状況 …………………………………………………………………………………………………12

第５ 経理の状況 ……………………………………………………………………………………………………13

１ 財務諸表等………………………………………………………………………………………………………14

［四半期レビュー報告書］

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は を付して表示しております。

(ただし、「第一部 企業情報 第５ 経理の状況 １ 財務諸表等」については 罫を省略しております。)
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第一部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

① 財政状態及び経営成績の状況

　a. 経営成績

(訂正前)

(省略)

第58期第２四半期累計期間（自 2021年５月１日 至 2021年10月31日）

当第２四半期累計期間の受注高は15,452,380千円となりました。売上高は17,637,398千円、営業利益は

1,872,719千円、経常利益は1,874,382千円、四半期純利益は1,279,102千円となりました。なお、営業利益率

は10.6％となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（土木工事事業）

受注高は10,963,329千円、売上高は8,045,178千円、セグメント利益（営業利益）は1,281,132千円とな

りました。また、営業利益率は、15.9％となりました。

（建築工事事業）

受注高は4,489,051千円、売上高は9,586,236千円、セグメント利益（営業利益）は588,639千円となりま

した。また、営業利益率は、6.1％となりました。

（その他）

売上高は5,984千円、セグメント利益（営業利益）は2,947千円となりました。また、営業利益率は、

49.3％となりました。

(訂正後)

(省略)

第58期第３四半期累計期間（自 2021年５月１日 至 2022年１月31日）

当第３四半期累計期間の受注高は24,803,717千円となりました。売上高は26,456,237千円、営業利益は

2,637,223千円、経常利益は2,629,670千円、四半期純利益は1,797,102千円となりました。なお、営業利益率

は10.0％となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（土木工事事業）

受注高は12,744,825千円、売上高は11,569,565千円、セグメント利益（営業利益）は1,538,853千円とな

りました。なお、営業利益率は13.3％となりました。

（建築工事事業）

受注高は12,058,892千円、売上高は14,877,758千円、セグメント利益（営業利益）は1,093,542千円とな

りました。なお、営業利益率は7.4％となりました。

（その他）

売上高は8,913千円、セグメント利益（営業利益）は4,827千円となりました。なお、営業利益率は54.2

％となりました。
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　b. 財政状態

(訂正前)

(省略)

第58期第２四半期累計期間（自 2021年５月１日 至 2021年10月31日）

（資産）

当第２四半期会計期間末の資産合計は、28,216,347千円と前事業年度末と比べて5,090,153千円の増加と

なりました。主な要因は、現金預金が2,811,752千円、未成工事支出金が1,863,591千円減少しましたが、

受取手形・完成工事未収入金等が9,924,971千円増加したことによるものです。

（負債）

当第２四半期会計期間末の負債合計は、12,992,686千円と前事業年度末と比べて3,896,891千円の増加と

なりました。主な要因は、短期借入金が2,700,000千円、未成工事受入金が499,015千円、支払手形・工事

未払金が352,538千円増加したことによるものです。

（純資産）

当第２四半期会計期間末の純資産合計は、15,223,660千円と前事業年度末と比べて1,193,262千円の増加

となりました。主な要因は、四半期純利益を1,279,102千円計上したことによるものです。

(訂正後)

(省略)

第58期第３四半期累計期間（自 2021年５月１日 至 2022年１月31日）

（資産）

当第３四半期会計期間末の資産合計は、27,806,962千円と前事業年度末と比べて4,680,769千円の増加と

なりました。主な要因は、現金預金が4,352,434千円、未成工事支出金が1,852,771千円減少しましたが、

受取手形・完成工事未収入金等が11,266,713千円増加したことによるものです。

（負債）

当第３四半期会計期間末の負債合計は、12,060,488千円と前事業年度末と比べて2,964,693千円の増加と

なりました。主な要因は、支払手形・工事未払金が932,717千円、短期借入金が2,100,000千円増加したこ

とによるものです。

（純資産）

当第３四半期会計期間末の純資産合計は、15,746,474千円と前事業年度末と比べて1,716,076千円の増加

となりました。主な要因は、四半期純利益を1,797,102千円計上したことによるものです。

② キャッシュ・フローの状況

(訂正前)

(省略)

第58期第２四半期累計期間（自 2021年５月１日 至 2021年10月31日）

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物は、2,811,752千円減少し、6,260,585千円となりまし

た。各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。
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(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、5,422,347千円の支出となりまし

た。主な要因は、税引前四半期純利益1,864,129千円、未成工事支出金の減少1,863,591千円があったもの

の、売上債権の増加9,924,971千円があったことによるものです。なお、営業活動によるキャッシュ・フロ

ーがマイナスになったのは、竣工時等の工事請負代金の入金よりも、工事原価の支払が先行したことによ

るものであり、前年同期においても2,186,861千円のマイナスになっておりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、6,749千円の収入となりました。

主な要因は、有形固定資産の売却による収入4,140千円があったことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、2,603,845千円の収入となりまし

た。主な要因は、短期借入金の純増加額2,700,000千円があったことによるものです。

(訂正後)

(省略)

③ 生産、受注及び販売の実績

(訂正前)

ａ. 受注実績

受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

第57期事業年度
（自 2020年５月１日

　 至 2021年４月30日）

第58期第２四半期累計期間
（自 2021年５月１日
至 2021年10月31日）

金額（千円） 前期比（％） 金額（千円）

土木工事事業 10,587,673 △15.6 10,963,329

建築工事事業 21,085,834 17.0 4,489,051

合計 31,673,507 3.7 15,452,380

ｂ. 売上実績

売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

第57期事業年度
（自 2020年５月１日

　 至 2021年４月30日）

第58期第２四半期累計期間
（自 2021年５月１日
至 2021年10月31日）

金額（千円） 前期比（％） 金額（千円）

土木工事事業 12,940,156 8.0 8,045,178

建築工事事業 17,599,251 12.7 9,586,236

その他事業 12,438 △0.1 5,984

合計 30,551,846 10.6 17,637,398

(注) １．生産実績を定義することが困難であるため、記載しておりません。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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なお、土木工事事業及び建築工事事業の受注高及び売上高の実績は次のとおりであります。

a) 受注高、売上高及び繰越高

（単位：千円）

期別 区分
期首繰越高
（千円）

当期受注高
(千円)

計
（千円）

当期売上高
(千円)

期末繰越高
（千円）

第56期事業年度
(自 2019年５月１日

　至 2020年４月30日)

土木工事事業 17,033,296 12,542,074 29,575,370 11,980,582 17,594,787

建築工事事業 19,790,063 18,014,974 37,805,037 15,620,731 22,184,305

計 36,823,359 30,557,048 67,380,407 27,601,314 39,779,092

第57期事業年度
(自 2020年５月１日

　至 2021年４月30日)

土木工事事業 17,594,787 10,587,673 28,182,460 12,940,156 15,242,304

建築工事事業 22,184,305 21,085,834 43,270,139 17,599,251 25,670,887

計 39,779,092 31,673,507 71,452,599 30,539,408 40,913,191

第58期
第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2021年10月31日)

土木工事事業 15,242,304 10,963,329 26,205,633 8,045,178 18,160,454

建築工事事業 25,670,887 4,489,051 30,159,938 9,586,236 20,573,702

計 40,913,191 15,452,380 56,365,571 17,631,414 38,734,156

(注) １．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、当期受注高にその増減

額を含めております。したがって、当期売上高にも係る増減額が含まれております。

２．期末繰越高は、（期首繰越高＋当期受注高－当期売上高）であります。

３．工事規模別の受注件数は次のとおりであります。

（単位：件）

期別 区分 １～10億円 10～20億円 20億円以上 合計

第56期事業年度
(自 2019年５月１日

　至 2020年４月30日)

土木工事事業 ９ ５ － 14

建築工事事業 11 ８ － 19

計 20 13 － 33

第57期事業年度
(自 2020年５月１日

　至 2021年４月30日)

土木工事事業 13 １ － 14

建築工事事業 ６ ６ ２ 14

計 19 ７ ２ 28

第58期
第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2021年10月31日)

土木工事事業 12 － １ 13

建築工事事業 ３ ２ － ５

計 15 ２ １ 18
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b) 受注工事高の受注方法別比率

工事受注方法は、特命と競争に大別されます。

（単位：％）

期別 区分 特命（注）２． 競争（注）３． 計

第56期事業年度
(自 2019年５月１日

　至 2020年４月30日)

土木工事事業 0.1 99.9 100.0

建築工事事業 64.6 35.4 100.0

第57期事業年度
(自 2020年５月１日

　至 2021年４月30日)

土木工事事業 0.0 100.0 100.0

建築工事事業 58.3 41.7 100.0

第58期
第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2021年10月31日)

土木工事事業 0.0 100.0 100.0

建築工事事業 52.7 47.3 100.0

　(注) １．百分比は請負金額比であります。

　 ２．特命は、民間工事の契約締結までの過程において、発注者が特定の業者に契約交渉の優先権を与える方法

であります。

３．競争は、発注者が入札情報を公告・提示し、入札に参加した複数の業者の中から選定された業者が契約締

結に至る方法であります。

c) 完成工事高

（単位：千円）

期別 区分 官公庁 民間 計

第56期事業年度
(自 2019年５月１日
　至 2020年４月30日)

土木工事事業 11,972,165 8,417 11,980,582

建築工事事業 813,336 14,807,395 15,620,731

計 12,785,501 14,815,813 27,601,314

第57期事業年度
(自 2020年５月１日
　至 2021年４月30日)

土木工事事業 12,940,156 － 12,940,156

建築工事事業 904,913 16,694,337 17,599,251

計 13,845,070 16,694,337 30,539,408

第58期
第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2021年10月31日)

土木工事事業 8,043,178 2,000 8,045,178

建築工事事業 553,854 9,032,381 9,586,236

計 8,597,032 9,034,381 17,631,414

(注) １．完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。

第56期事業年度 請負金額20億円以上の工事

都市再生機構 流山新市街地地区D40街区外整備工事

第57期事業年度 請負金額20億円以上の工事

RW尼崎特定目的会社 ESR尼崎DC計画

西日本高速道路㈱ 阪和自動車道みなべ高架橋他２橋(下部工)工事

国土交通省 横浜湘南道路栄IC・JCT下部（その１）工事

第58期第２四半期累計期間 請負金額10億円以上の工事

西日本高速道路㈱ 湯浅御坊道路 水尻高架橋南（下部工）工事
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２．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

第56期事業年度

国土交通省 3,880,092千円 14.1％

西日本高速道路㈱ 3,043,391千円 11.0％

RW尼崎特定目的会社 2,835,987千円 10.3％

第57期事業年度

国土交通省 5,664,364千円 18.5％

第58期第２四半期累計期間

西日本高速道路㈱ 3,745,801千円 21.2％

国土交通省 2,257,909千円 12.8％

d) 期末繰越高（2021年10月31日現在）

（単位：千円）

区分 官公庁 民間 計

土木工事事業 18,160,454 － 18,160,454

建築工事事業 4,536,876 16,036,827 20,573,702

計 22,697,330 16,036,827 38,734,156

(注) 期末繰越高のうち請負金額20億円以上の主なものは、次のとおりであります。

東京都下水道局 蛇崩川増強幹線工事

㈱日本ネットワークサポート 高砂臨海工場建設工事に関する建物工事契約並びに機械装置基礎他

　 工事契約について

東京都財務局 都営住宅30H-102東(足立区新田一丁目)工事

東京都下水道局 蛇崩川増強幹線その３工事

㈱ミライト （仮称）浪速区幸町ビル計画新築工事

西日本高速道路㈱ 新名神高速道路 山城谷川橋（下部工）工事

(訂正後)

ａ. 受注実績

受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

第57期事業年度
（自 2020年５月１日

　 至 2021年４月30日）

第58期第３四半期累計期間
（自 2021年５月１日
至 2022年１月31日）

金額（千円） 前期比（％） 金額（千円）

土木工事事業 10,587,673 △15.6 12,744,825

建築工事事業 21,085,834 17.0 12,058,892

合計 31,673,507 3.7 24,803,717
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ｂ. 売上実績

売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

第57期事業年度
（自 2020年５月１日

　 至 2021年４月30日）

第58期第３四半期累計期間
（自 2021年５月１日
至 2022年１月31日）

金額（千円） 前期比（％） 金額（千円）

土木工事事業 12,940,156 8.0 11,569,565

建築工事事業 17,599,251 12.7 14,877,758

その他事業 12,438 △0.1 8,913

合計 30,551,846 10.6 26,456,237

(注) １．生産実績を定義することが困難であるため、記載しておりません。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

なお、土木工事事業及び建築工事事業の受注高及び売上高の実績は次のとおりであります。

a) 受注高、売上高及び繰越高

（単位：千円）

期別 区分
期首繰越高
（千円）

当期受注高
(千円)

計
（千円）

当期売上高
(千円)

期末繰越高
（千円）

第56期事業年度
(自 2019年５月１日

　至 2020年４月30日)

土木工事事業 17,033,296 12,542,074 29,575,370 11,980,582 17,594,787

建築工事事業 19,790,063 18,014,974 37,805,037 15,620,731 22,184,305

計 36,823,359 30,557,048 67,380,407 27,601,314 39,779,092

第57期事業年度
(自 2020年５月１日

　至 2021年４月30日)

土木工事事業 17,594,787 10,587,673 28,182,460 12,940,156 15,242,304

建築工事事業 22,184,305 21,085,834 43,270,139 17,599,251 25,670,887

計 39,779,092 31,673,507 71,452,599 30,539,408 40,913,191

第58期
第３四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2022年１月31日)

土木工事事業 15,242,304 12,744,825 27,987,129 11,569,565 16,417,563

建築工事事業 25,670,887 12,058,892 37,729,779 14,877,758 22,852,021

計 40,913,191 24,803,717 65,716,908 26,447,323 39,269,584

(注) １．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、当期受注高にその増減

額を含めております。したがって、当期売上高にも係る増減額が含まれております。

２．期末繰越高は、（期首繰越高＋当期受注高－当期売上高）であります。

　



― 8 ―

３．工事規模別の受注件数は次のとおりであります。

（単位：件）

期別 区分 １～10億円 10～20億円 20億円以上 合計

第56期事業年度
(自 2019年５月１日

　至 2020年４月30日)

土木工事事業 ９ ５ － 14

建築工事事業 11 ８ － 19

計 20 13 － 33

第57期事業年度
(自 2020年５月１日

　至 2021年４月30日)

土木工事事業 13 １ － 14

建築工事事業 ６ ６ ２ 14

計 19 ７ ２ 28

第58期
第３四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2022年１月31日)

土木工事事業 14 － １ 15

建築工事事業 ３ ２ ２ ７

計 17 ２ ３ 22

b) 受注工事高の受注方法別比率

工事受注方法は、特命と競争に大別されます。

（単位：％）

期別 区分 特命（注）２． 競争（注）３． 計

第56期事業年度
(自 2019年５月１日

　至 2020年４月30日)

土木工事事業 0.1 99.9 100.0

建築工事事業 64.6 35.4 100.0

第57期事業年度
(自 2020年５月１日

　至 2021年４月30日)

土木工事事業 0.0 100.0 100.0

建築工事事業 58.3 41.7 100.0

第58期
第３四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2022年１月31日)

土木工事事業 0.0 100.0 100.0

建築工事事業 20.3 79.7 100.0

(注) １．百分比は請負金額比であります。

２．特命は、民間工事の契約締結までの過程において、発注者が特定の業者に契約交渉の優先権を与える方法で

あります。

３．競争は、発注者が入札情報を公告・提示し、入札に参加した複数の業者の中から選定された業者が契約締結

に至る方法であります。
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c) 完成工事高

（単位：千円）

期別 区分 官公庁 民間 計

第56期事業年度
(自 2019年５月１日
　至 2020年４月30日)

土木工事事業 11,972,165 8,417 11,980,582

建築工事事業 813,336 14,807,395 15,620,731

計 12,785,501 14,815,813 27,601,314

第57期事業年度
(自 2020年５月１日
　至 2021年４月30日)

土木工事事業 12,940,156 － 12,940,156

建築工事事業 904,913 16,694,337 17,599,251

計 13,845,070 16,694,337 30,539,408

第58期
第３四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2022年１月31日)

土木工事事業 11,567,215 2,350 11,569,565

建築工事事業 834,655 14,043,102 14,877,758

計 12,401,871 14,045,452 26,447,323

(注) １．完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。

第56期事業年度 請負金額20億円以上の工事

都市再生機構 流山新市街地地区D40街区外整備工事

第57期事業年度 請負金額20億円以上の工事

RW尼崎特定目的会社 ESR尼崎DC計画

西日本高速道路㈱ 阪和自動車道みなべ高架橋他２橋(下部工)工事

国土交通省 横浜湘南道路栄IC・JCT下部（その１）工事

第58期第３四半期累計期間 請負金額20億円以上の工事

西日本高速道路㈱ 湯浅御坊道路 水尻高架橋南（下部工）工事

㈱ミライト （仮称）浪速区幸町ビル計画新築工事

２．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

第56期事業年度

国土交通省 3,880,092千円 14.1％

西日本高速道路㈱ 3,043,391千円 11.0％

RW尼崎特定目的会社 2,835,987千円 10.3％

第57期事業年度

国土交通省 5,664,364千円 18.5％

第58期第３四半期累計期間

西日本高速道路㈱ 3,944,733千円 14.9％

国土交通省 3,725,195千円 14.1％
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d) 期末繰越高（2022年１月31日現在）

（単位：千円）

区分 官公庁 民間 計

土木工事事業 16,417,563 － 16,417,563

建築工事事業 8,543,574 14,308,446 22,852,021

計 24,961,137 14,308,446 39,269,584

(注) 期末繰越高のうち請負金額20億円以上の主なものは、次のとおりであります。

東京都下水道局 蛇崩川増強幹線工事

㈱日本ネットワークサポート 高砂臨海工場建設工事に関する建物工事契約並びに機械装置基礎他

　 工事契約について

東京都財務局 都営住宅30H-102東(足立区新田一丁目)工事

東京都下水道局 蛇崩川増強幹線その３工事

西日本高速道路㈱ 新名神高速道路 山城谷川橋（下部工）工事

５ 【研究開発活動】

(訂正前)

(省略)

第58期第２四半期累計期間（自 2021年５月１日 至 2021年10月31日）

　該当事項はありません。

(訂正後)

(省略)

第58期第３四半期累計期間（自 2021年５月１日 至 2022年１月31日）

　該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

(訂正前)

(省略)

第58期第２四半期累計期間（自 2021年５月１日 至 2021年10月31日）

当第２四半期累計期間の設備投資については、社用車等に対して実施しており、その総額は5,163千円でありま

す。これらは、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

(訂正後)

(省略)

第58期第３四半期累計期間（自 2021年５月１日 至 2022年１月31日）

当第３四半期累計期間の設備投資については、無形固定資産（積算ソフト）、社用車等に対して実施しており、

その総額は17,454千円であります。これらは、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(3) 【監査の状況】

② 内部監査の状況

(訂正前)

当社における内部監査につきましては、代表取締役社長直轄の監査部（１名）を設置しており、内部監査規程

に基づいて監査部が内部監査を実施しております。

(省略)

(訂正後)

当社における内部監査につきましては、代表取締役社長直轄の監査部（２名）を設置しており、内部監査規程

に基づいて監査部が内部監査を実施しております。

(省略)
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第５ 【経理の状況】

２ 監査証明について

(訂正前)

(省略)

(2) 当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第211条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の

２第１項の規定に準じて、第２四半期会計期間(2021年８月１日から2021年10月31日まで)及び第２四半期累計期

間(2021年５月１日から2021年10月31日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四

半期レビューを受けております。

(訂正後)

(省略)

(2) 当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第211条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の

２第１項の規定に準じて、第３四半期会計期間(2021年11月１日から2022年１月31日まで)及び第３四半期累計期

間(2021年５月１日から2022年１月31日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四

半期レビューを受けております。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

(訂正前)

(省略)

【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期会計期間
(2021年10月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 6,310,585

受取手形・完成工事未収入金等 19,767,196

未成工事支出金 177,923

材料貯蔵品 10,872

その他 696,169

流動資産合計 26,962,748

固定資産

有形固定資産 497,782

無形固定資産 86,540

投資その他の資産 669,276

固定資産合計 1,253,599

資産合計 28,216,347

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 ※２ 6,731,069

短期借入金 2,700,000

未払法人税等 611,307

未成工事受入金 1,621,132

完成工事補償引当金 34,849

工事損失引当金 13,288

賞与引当金 223,918

役員賞与引当金 11,391

その他 834,462

流動負債合計 12,781,419

固定負債

退職給付引当金 23,516

役員退職慰労引当金 145,895

その他 41,856

固定負債合計 211,267

負債合計 12,992,686

純資産の部

株主資本

資本金 465,000

利益剰余金 14,723,777

自己株式 △5,217

株主資本合計 15,183,560

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 40,099

評価・換算差額等合計 40,099

純資産合計 15,223,660

負債純資産合計 28,216,347
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(訂正後)

(省略)

【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期会計期間
(2022年１月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 4,769,903

受取手形・完成工事未収入金等 21,108,938

未成工事支出金 188,743

材料貯蔵品 9,667

その他 483,171

流動資産合計 26,560,424

固定資産

有形固定資産 490,609

無形固定資産 81,585

投資その他の資産 674,342

固定資産合計 1,246,538

資産合計 27,806,962

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 7,311,248

短期借入金 2,100,000

未払法人税等 483,513

未成工事受入金 893,760

完成工事補償引当金 44,081

工事損失引当金 90,324

賞与引当金 181,101

役員賞与引当金 17,087

その他 726,099

流動負債合計 11,847,216

固定負債

退職給付引当金 21,257

役員退職慰労引当金 149,576

その他 42,438

固定負債合計 213,272

負債合計 12,060,488

純資産の部

株主資本

資本金 465,000

利益剰余金 15,241,778

自己株式 △5,217

株主資本合計 15,701,561

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 44,913

評価・換算差額等合計 44,913

純資産合計 15,746,474

負債純資産合計 27,806,962

　



― 16 ―

② 【損益計算書】

(訂正前)

(省略)

【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日
　至 2021年10月31日)

売上高

完成工事高 17,631,414

その他の事業売上高 5,984

売上高合計 17,637,398

売上原価

完成工事原価 15,072,061

その他の事業売上原価 3,036

売上原価合計 15,075,098

売上総利益

完成工事総利益 2,559,352

その他の事業総利益 2,947

売上総利益合計 2,562,300

販売費及び一般管理費 ※ 689,580

営業利益 1,872,719

営業外収益

受取利息 7

受取配当金 748

受取損害賠償金 6,351

その他 1,636

営業外収益合計 8,742

営業外費用

支払利息 2,552

コミットメントフィー 4,528

営業外費用合計 7,080

経常利益 1,874,382

特別利益

投資有価証券売却益 231

特別利益合計 231

特別損失

固定資産売却損 10,484

特別損失合計 10,484

税引前四半期純利益 1,864,129

法人税等 585,026

四半期純利益 1,279,102
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(訂正後)

(省略)

【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期累計期間
(自 2021年５月１日
　至 2022年１月31日)

売上高

完成工事高 26,447,323

その他の事業売上高 8,913

売上高合計 26,456,237

売上原価

完成工事原価 22,766,852

その他の事業売上原価 4,085

売上原価合計 22,770,938

売上総利益

完成工事総利益 3,680,471

その他の事業総利益 4,827

売上総利益合計 3,685,298

販売費及び一般管理費 1,048,075

営業利益 2,637,223

営業外収益

受取利息 8

受取配当金 1,421

受取損害賠償金 6,351

その他 2,041

営業外収益合計 9,822

営業外費用

支払利息 6,741

コミットメントフィー 4,528

株式公開費用 4,000

その他 2,104

営業外費用合計 17,374

経常利益 2,629,670

特別利益

投資有価証券売却益 231

特別利益合計 231

特別損失

固定資産売却損 10,484

特別損失合計 10,484

税引前四半期純利益 2,619,417

法人税等 822,315

四半期純利益 1,797,102
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

(訂正前)

(省略)

【四半期キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日
　至 2021年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 1,864,129

減価償却費 26,672

完成工事補償引当金の増減額(△は減少) 225

工事損失引当金の増減額(△は減少) △44,536

賞与引当金の増減額(△は減少) 55,833

役員賞与引当金の増減額(△は減少) △15,008

退職給付引当金の増減額(△は減少) △3,965

役員退職慰労引当金の増減額(△は減少) 7,362

受取利息及び受取配当金 △755

受取損害賠償金 △6,351

支払利息 2,552

コミットメントフィー 4,528

固定資産売却損 10,484

投資有価証券売却益 △231

売上債権の増減額(△は増加) △9,924,971

未成工事支出金の増減額(△は増加) 1,863,591

その他の棚卸資産の増減額（△は増加） 1,218

仕入債務の増減額(△は減少) 352,538

未成工事受入金の増減額(△は減少) 499,015

その他 376,385

小計 △4,931,282

利息及び配当金の受取額 755

損害賠償金の受取額 6,351

利息の支払額 △2,552

コミットメントフィーの支払額 △4,528

法人税等の支払額 △491,091

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,422,347

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △3,463

有形固定資産の売却による収入 4,140

その他 6,073

投資活動によるキャッシュ・フロー 6,749

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,700,000

リース債務の返済による支出 △4,197

配当金の支払額 △91,956

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,603,845

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,811,752

現金及び現金同等物の期首残高 9,072,337

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 6,260,585

(訂正後)

(省略)
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【注記事項】

(訂正前)

(会計方針の変更等)

当第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日 至 2021年10月31日)

(会計方針の変更)

１ 「収益認識に関する会計基準」等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　これにより、工事契約に係る収益認識について、従来は、進捗部分について成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、履行義務を充足する

につれて一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度を見

積る方法は、原価比例法を採用しております。また、契約の初期段階を除き、履行義務の充足に係る進捗度を合

理的に見積ることができないものの、発生費用の回収が見込まれる工事については原価回収基準により処理して

おり、少額又は期間がごく短い工事については代替的な取扱いを適用し、完全に履行義務を充足した時点で収益

を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。その結果、四半期

財務諸表に与える影響はありません。

２ 「時価の算定に関する会計基準」等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響は

ありません。

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日 至 2021年10月31日)

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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(四半期貸借対照表関係)

１ 保証債務

　下記の会社の手付金保証契約に対して債務保証を行っております。

　債務保証の極度額は以下のとおりであります。

当第２四半期会計期間
(2021年10月31日)

明和地所(株) 600,000千円

(株)日商エステム 322,000 〃

和田興産(株) 310,000 〃

　計 1,232,000千円

※２ 四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　なお、当第２四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、以下の四半期会計期間末日満期手形を満期日

に決済が行われたものとして処理しております。

当第２四半期会計期間
(2021年10月31日)

支払手形 1,242,600千円

(四半期損益計算書関係)

　※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

当第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2021年10月31日)

従業員給料手当 174,805千円

賞与引当金繰入額 53,528 〃

役員賞与引当金繰入額 11,391 〃

退職給付費用 5,860 〃

役員退職慰労引当金繰入額 7,362 〃

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

　

当第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2021年10月31日)

現金及び預金 6,310,585千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △50,000 〃

現金及び現金同等物 6,260,585千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期累計期間(自 2021年５月１日 至 2021年10月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年７月30日
定時株主総会

普通株式 91,956 20 2021年４月30日 2021年７月30日 利益剰余金

２ 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間(自 2021年５月１日 至 2021年10月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
（注）

合計

土木工事事業 建築工事事業 計

売上高

外部顧客への売上高 8,045,178 9,586,236 17,631,414 5,984 17,637,398

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 8,045,178 9,586,236 17,631,414 5,984 17,637,398

セグメント利益 1,281,132 588,639 1,869,771 2,947 1,872,719

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業であります。

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 1,869,771

「その他」の区分の利益 2,947

四半期損益計算書の営業利益 1,872,719
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第２四半期累計期間(自 2021年５月１日 至 2021年10月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計

土木工事事業 建築工事事業 計

一時点で移転される財又はサ
ービス

2,112 53,460 55,572 － 55,572

一定の期間にわたり移転され
る財又はサービス

8,043,066 9,532,775 17,575,841 － 17,575,841

顧客との契約から生じる収益 8,045,178 9,586,236 17,631,414 － 17,631,414

その他の収益 － － － 5,984 5,984

外部顧客への売上高 8,045,178 9,586,236 17,631,414 5,984 17,637,398

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業であります。

２．収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完全に履行

義務を充足した時点で収益を認識している工事契約については、一時点で移転される財又はサービスに含

めております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2021年10月31日)

１株当たり四半期純利益 278円20銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 1,279,102

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,279,102

普通株式の期中平均株式数(株) 4,597,830

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(訂正後)

(会計方針の変更等)

当第３四半期累計期間
(自 2021年５月１日 至 2022年１月31日)

(会計方針の変更)

１ 「収益認識に関する会計基準」等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　これにより、工事契約に係る収益認識について、従来は、進捗部分について成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、履行義務を充足する

につれて一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度を見

積る方法は、原価比例法を採用しております。また、契約の初期段階を除き、履行義務の充足に係る進捗度を合

理的に見積ることができないものの、発生費用の回収が見込まれる工事については原価回収基準により処理して

おり、少額又は期間がごく短い工事については代替的な取扱いを適用し、完全に履行義務を充足した時点で収益

を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。その結果、四半期

財務諸表に与える影響はありません。

２ 「時価の算定に関する会計基準」等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響は

ありません。

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第３四半期累計期間
(自 2021年５月１日 至 2022年１月31日)

税金費用の計算

　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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(四半期貸借対照表関係)

１ 保証債務

　下記の会社の手付金保証契約に対して債務保証を行っております。

　債務保証の極度額は以下のとおりであります。

当第３四半期会計期間
(2022年１月31日)

明和地所(株) 600,000千円

(株)日商エステム 522,000 〃

和田興産(株) 310,000 〃

　計 1,432,000千円

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、以下のとおりであります。

　

当第３四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2022年１月31日)

減価償却費 40,129千円

(株主資本等関係)

当第３四半期累計期間(自 2021年５月１日 至 2022年１月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年７月30日
定時株主総会

普通株式 91,956 20 2021年４月30日 2021年７月30日 利益剰余金

２ 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第３四半期累計期間(自 2021年５月１日 至 2022年１月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
（注）

合計

土木工事事業 建築工事事業 計

売上高

外部顧客への売上高 11,569,565 14,877,758 26,447,323 8,913 26,456,237

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 11,569,565 14,877,758 26,447,323 8,913 26,456,237

セグメント利益 1,538,853 1,093,542 2,632,395 4,827 2,637,223

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業であります。

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 2,632,395

「その他」の区分の利益 4,827

四半期損益計算書の営業利益 2,637,223
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第３四半期累計期間(自 2021年５月１日 至 2022年１月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計

土木工事事業 建築工事事業 計

一時点で移転される財又はサ
ービス

2,462 146,883 149,345 － 149,345

一定の期間にわたり移転され
る財又はサービス

11,567,103 14,730,874 26,297,978 － 26,297,978

顧客との契約から生じる収益 11,569,565 14,877,758 26,447,323 － 26,447,323

その他の収益 － － － 8,913 8,913

外部顧客への売上高 11,569,565 14,877,758 26,447,323 8,913 26,456,237

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業であります。

２．収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完全に履行

義務を充足した時点で収益を認識している工事契約については、一時点で移転される財又はサービスに含

めております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第３四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2022年１月31日)

１株当たり四半期純利益 390.86

(算定上の基礎)

　四半期純利益(千円) 1,797,102

　普通株主に帰属しない金額(千円) －

　普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,797,102

　普通株式の期中平均株式数(株) 4,597,830

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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